
 １．はじめに
列車ダイヤが乱れた際の駅係員への情報連絡を強化すること

を目的に、２００４年から構内ＰＨＳシステムを当社の主要な駅

に導入しました。同システムは駅係員同士の音声通話、指令所

からの一斉放送受信等の機能があり、情報連絡ツールとして活

用されていました。システムを導入して１０年が経ち、老朽化と

保守部品の枯渇が進んでいたことから、システムを更新するこ

ととなりました。システムの更新にあたって取替が必要な機器

のみを改修することを検討しましたが、後継機種が製造されて

いないことから、配線を含めて全てを取替する必要がありました。

新規に構内ＰＨＳシステムを構築すると、駅構内の広いエリ

アにアンテナを敷設し直し、各駅にサーバーを設置しなければ

ならず、高額な初期費がかかります。一方、スマートフォンを活

用すれば、アンテナ設置およびその配線工事等が不要になる

ほか、サーバーの台数削減が図れるため、初期費を大幅に削

減でき、維持費を考慮してもコストメリットがあります。また、

スマートフォンは機能の拡張性が高く、スマートフォンのアプリ

を活用したいという駅のニーズは高まっています。このことから、

スマートフォンを採用する案にて計画を進めることとしました。

 ２．機能仕様の検討
従来の構内ＰＨＳシステムは駅係員への情報連絡を円滑に

行うための機能を備えていました。新システムの仕様検討に

あたって、従来の構内ＰＨＳシステムの機能を洗い出しました

（表１）。これらの各機能について、現在の利用状況や他の設

備との整合を考慮して、新システムの仕様を決定することとし

ました。

 ３．アプリの開発
スマートフォンにはメールアプリや地図アプリなど、業務で

活用できる一般的なアプリをインストールしました。従来のシ

ステムにはなかった機能が活用できれば、よりきめ細やかな案

内が期待できます。また、従来のＰＨＳシステムの機能に対し

ては電子メールにより①に対応するとともに、運行情報メール

を受信することで②の機能に対応しました。

また、従来の音声通話等の機能について、機能仕様の検討

を行い、③④の機能を持つ「スマホ間情報伝達アプリ」と、

⑤の機能を持つ「ＪＲ電話アプリ」の２種類のアプリを新たに

開発することとしました。それぞれのアプリの概要を以下に記

します。

（１）スマホ間情報伝達アプリ

駅係員が所持するスマートフォン間で情報伝達するアプリ

で、通話機能と一斉配信機能に分かれます。主な機能は（表２）

のとおりです。

①通話機能

駅係員同士が円滑に情報交換できるよう、音声通話の

最中にスマートフォンのカメラで撮影している動画や静止

画を共有する機能を盛り込みました。この機能により、

例えばホーム上の駅係員と事務室の駅係員の間で、動画

や静止画を確認しながらの会話が可能となり、より密な

情報伝達を行うことができます。また、最大５人と音声

通話を行えるようにし、動画や静止画も最大５人と共有す

ることができます。スマートフォンの画面構成例を（図１）

に示します。

表１：従来システムの機能仕様

表２：スマホ間情報伝達アプリの機能
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②一斉配信機能

この機能は、多数の駅係員に一斉に情報を伝達する際

に使用します。従来は音声のみを伝達していましたが、

より詳細な情報を伝達するために、音声だけでなく動画、

静止画も配信できるようにしました。また、最大１００件

の配信履歴を残すようにし、駅係員がスマートフォンを操

作できるタイミングで情報を確認できるようにしました。

その利用イメージを（図２）に示します。

（２）ＪＲ電話機能

スマートフォンでＪＲ電話を用いるために、ＪＲ電話に接続す

るためのアプリを開発するとともに、スマートフォンのネット

ワークからＪＲ電話網に接続するためのインターフェース装置を

開発することとしました。インターフェース装置は既設の電話

交換機に接続します。本アプリはＪＲ電話への発信のみを行

うものとし、発信は電話帳からの発信と、ダイヤルによる発

信が可能です。

 ４．おわりに
今回、構内ＰＨＳシステムの更新に合わせて駅業務用スマー

トフォンの開発を行いました。従来のシステムよりも豊富な情

報が伝達できるだけでなく、機器構成のスリム化によりコスト

削減にもつなげることができました。今後も引き続き、運用に

あたっての諸課題について解決し、活用の深度化が図れるよう

努めていきます。

図１：スマホ間情報伝達アプリの画面例

図２：一斉配信機能の利用イメージ
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